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近 年 、 企 業 の 内 部統 制(illtemalcontrol)の重 要性 が 脚 光 を浴 び て い る。 後 述 す る よ うに 、 内 部 統
制 は 、(1)経 営 業 務 の 有 効 性 と効率 性 の高 進 、(2)財務 報告 の 信頼 性 の確 保 、(3)事業経 営 に係 る法 規 遵
守(コ ン プ ライ ア ン ス)の 促 進 、 とい う企 業 目的 を達 成 す る た め に 、企 業 内 に構 築 され る機 能 的 な 仕 組
み(process)と定 義 され る1が、 この 仕 組 み に 、 リス クマ ネ ジ メ ン トの考 え方 と手 法 が組 み入 れ られ 、 さ
らにま た 、 コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス の 機 能 強 化 に も有 意 な もの と して 内 部 統 制 を位 置付 け よ うとす る
動 きが 顕 著 に な っ た 点 に 、昨 今 の 内部 統 制 論 が 特 徴 付 け られ る。
と くに 企 業 の ビ ジネ ス ・モ デ ル の 存 続 に直 結 す る経 営 環 境 の 変 化 へ の対 応 の 遅 れ 、 人 的 物 的 管 理 の不
備 に起 因 す る各 種 の 事 故 、組 織 ぐ るみ 、 あ る い は経 営 陣 の 違 法 行 為 や 不 法 行 為 、説 明 責任 の 僻 怠 等 の事
例 が頻 発 す る な か で 、 これ らの リス クマ ネ ジ メ ン トを 怠 った 企 業 が 急 速 に 業 績 を 下 げ 、 さ ら に は経 営 破
綻 の瀬 戸 際 に追 い 込 ま れ る こ と さ え も珍 し くは な い。 これ は ま た 、 企 業 の 株 主 、 債権 者 、 従 業 員 、 取 引
相 手 、地 域 住 民 等 の 、い わ ゆ る利 害 関係 者(ス テー ク ホル ダー)の 利 益 を損 な うば か りで な く、例 え ば 、
2001年か ら2002年 に か けて の米 国 のエ ン ロン事 件 に み る よ うに 、米 国 経 済 のみ な らず 世 界 経 済 に甚 大 な
爪 痕 を残 す 結 果 に な る こ と もあ る。
この 意 味 で も 、企 業 自身 の コー ポ レー ト ・ガ バ ナ ン スの 重 要性 が 根 底 的 か つ包 摂 的 な もの と して真 っ
先 に問 わ れ 、 次 い で 、そ の 一 環 と して の リス クマ ネ ジ メ ン トの 有 効 性 が 問 わ れ 、 これ らの 機 能 を 支 え る
企 業 内 の 仕 組 み と して の 内 部 統 制 が着 目 され て い る の で あ る 。 後 述 す る 、 米 国COSO(Co㎜itteeof
SponsoringOrganizati・n・ftheTreadwayCo㎜ission:トレッ ドウエ イ 委 員 会 支 援 組 織 委 員 会)が2003
年 に公 表 した 「企 業 リス クマ ネ ジ メ ン トの フ レー ム ワー ク」2、 あ るい は 、 わ が 国 経 済 産 業 省 の 「リス ク
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管理 ・内部統制に関する研究会」が2003年6月に公表 した報告書3は、内部統制に関す る上記の認識 と軌
を一に しているのである。
他方、企業が開示する財務諸表に対する公認会計士や監査法人による独立監査、すなわち財務諸表監
査では、従前か ら、監査人が企業の内部統制の有効性を調査 し、評価 し、その うえで監査手続の範囲を
決定 し、監査の有効性ならびに効率性 を目指す とい うアプローチを採用 している。 とくに、近年では、
監査人が企業によって運用 される内部統制の機能を調査 し、評価 し、財務諸表σ嘘 偽表示に関わるよう
な内部統制上の リスク要因を抽出して、 これ を監査手続に反映させ、より効果的かつ効率的な監査の実
施を目指す とい う手法、すなわち リスク ・アプローチ監査が国際的に標準化 していることはすでに周知
となっている。
さらに、最近は、かかるリスク ・アプローチ監査 も十全ではなく、企業のより本質的な リスク要因に
監査人が迫 るのでなければ、伝統的とされ る財務諸表監査の 目的、すなわち、財務諸表における重要な
虚偽表示の発見という目的のみな らず、監査人に対 して社会が求める新たなニーズにも対応できない、
とい う理解が広ま りつつある。すなわち、監査人が、上述の新 しい内部統制の機能にも着目した評価を
行い、また評価結果を、経営者、取締役(わ が国では、監査役(会)も 加わる)、各種ステークホル ダー
に伝達 し、フィー ドバ ックすることで、コーポ レー ト・ガバナンスの機能向上に貢献 し、併せて、財務
諸表監査の新天地を切 り開き得る、とい う考え方である。
以下、本稿では、財務諸表監査の新たな動向の吟味を視野に入れながら、最初に、2002年に公表され、
2003年3月期決算か ら監査業務に適用 された、新 しい監査基準の リスク ・アプローチの枠組みと内部統
制の関わ りを整理 し、次いで、内部統制概念の新機軸 としての リスクマネジメン ト機能が財務諸表監査
の機能 をどのように変える可能性があるのかを考察することにする。
2リ スク ・ア プロー チ監査 と内部統制の概念
企業会計審議 会が2002年1月 に公表 した 「監査基準の改 訂に関す る意 見書」(以下、新監査基準)は 、
今 日の 監査手法 の世界標 準 とな ってい る リス ク ・アプ ロー チ監査 の仕 組み を鮮 明 に し、 と りわけ 、新 監
査 基準の実施 基準は、 このアプ ロー チを体 系的に織 り込 んだ基準構成 としてい る。
まず 、実施 基準 「基本原則 」1で 、 「監査人 は、監査 リス クを合理的 に低 い水 準 に抑 え るため に、固有
リス ク と統制 リス クを暫 定的 に評 価 して発 見 リスクの水準 を決定す る とと もに、 監査 上の重要性 を勘案
して監 査計画 を策定 し、 これ に基づ き監査を実施 しな けれ ばな らない」 と規 定 してい る。 これ は 、監 査
リス ク ・モデル式であ る、監査 リスク(auditrisk:AR)=固有 リスク(inherentrisk:IR)×統 制
リス ク(controlrisk:CR)×発 見 リスク(detectionrisklDR)に基づ き、監査 人はIRとCRを
評価 し、ARを 一定の水 準に抑 え るた めにDRの 水 準 、っ ま り具体 的 な監査 手続 の内容(種 類 、範囲 、
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適用時期な ど)を決めて監査を実施す る、 とい う仕組みを明 らかにしたのである。





この規定を受 けて、さらに同 「基本原則」2で、監査手続の種類を、統制 リスクを評価する監査手続で
ある統制評価手続(国 際的な概念であるtestofcontrolsを意味する)と 、監査要点の直接的な立証を
行 う実証手続(同 じくsubstantivetestを意味する)に分類 し、同 「監査計画の策定」1で、監査 リス
クを勘案 して監査計画を策定すべきこと、同2で 、計画策定にあたり固有 リスクと統制 リスクの暫定的
な評価を行 うべきこと、同3で 、統制評価手続 と実証手続の計画(実 施すべき監査手続、実施の時期、
範囲)を決定すべきことを規定する。また、同f監査の実施」1で、統制評価手続を実施 した結果、暫定
的に評価 した統制 リスクの水準を変更する必要がないと判断 した場合は、監査計画において策定 した実
証手続を実施 し、統制 リスクの水準が暫定的な評価 よりも高いと判断 した場合は、発見 リスクを低 くす
るために、監査計画で策定 した実証手続を修正することによって十分かつ適切な監査証拠を入手すべき
こと、同2で 、ある特定の監査要点について、内部統制が存在 しないか、あるいは統制 リスクが高いと
判断 した場合は、統制評価手続を実施せず、実証手続に より十分かっ適切な監査証拠を入手すべきこと、
と規定するのである。
ここに述べた りスク ・アプローチ監査では統制 リスクの評価が的確に行われることが肝心な点である
が、新監査基準の前文においては内部統制の概念を以下のように述べている。
「内部統制とは、企業の財務報告の信頼性を確保 し、事業経営の有効性 と効率性を高め、かっ事業経
営に関わる法規の遵守を促す ことを日的として企業内部に設けられ、運用される仕組み と理解 される。
内部統制は、(1)経営者の経営理念や基本的経営方針、取締役会や監査役の有する機能、社風や慣行な
どからなる統制環境、(2)企業 目的に影響を与えるすべての経営 リスクを認識 し、その性質を分類 し、発
生の頻度や影響を評価す るリスク評価の機能、(3)権限や職責の付与及び職務の分掌を含む諸種の統制活
動、(4)必要な情報が関係する組織や責任者に、適宜、適切に伝えられることを確保する情報 ・伝達の機
能、(5)これらの機能の状況が常時監視 され、評価され、是正 され ることを可能 とする監視活動という5
つの要素か ら構成 され、これらの諸要素が経営管理の仕組みに組み込まれて一体となって機能す ること
で上記の日的が達成 され る。」
この定義は、米国の トレッ ドウエイ委員会支援組織委員会(COSO)が提示4し、その後、米国公認会計







いずれ にせよ、新監査基準がこのよ うな内部統制の定義を明示 した理由は、監査人が監査基準に基づ
いて リスク ・アプ ローチに従った監査を行 うに当た り、統制 リスクの評価対象である内部統制 自体が企
業によって千差万別であれば、的確な評価を行いにくい点にある。 とはいえ、内部統制は基本的には企
業側が自己の管理 目的で設置、運営する機能であり、財務諸表の監査のために内部統制概念を定義 し、
ステレオ ・タイプの内部統制を押 しつけることは本末転倒であるとの声が聞こえそ うである。





動 向を踏 まえて、 日本公認会計士協会が一定の内部統制報告書(経 営者 自身の報告書 と監査人の検証報










(2)それ らの誤謬や不正を防止 し、発見す るために必要な統制手続 を判定する。
(3)必要な統制手続が計画され、実際に動 くように設定されているか どうかを判定する。
(4)弱点を明確にする。
(5)明確にされた弱点を報告できる形 で監査委員会(わ が国であれば、取締役会 と監査役会が該当す
6新 監査 基準は、財務諸表の監査 に関わ る基準 とい う視点 か ら、内 部統制 のR的 と して ∫企業 の財務報告 の信頼性 を
確 保」す るこ とを最初 に挙げ、 この点が、COSOが示す 内部統制の 目的 と新監査基準は異 なってい る。 ただ し、tl本公
認 会計士 協会 監査 基準委員会報告書第20号r統 制 リスクの評価」(平成2002年7月)で は、 「内部統制 とは、(1)事業
経 営の有効性 と効 率性 を高め、(2)企業の財務 報告の信頼性 を確 保 し、かっ(3)事業経営に係 る法規の遵守 を促す こと
を 目的 として企業 内部 に設 けられ、企 業を構成す る者(以 下 「企業構成 員」とい う。)のす べてによって運 用 され る仕
組 みであ る。](para.3)と、COSOと同 じ定義 を採用 している。
了FDICIA(FederalDepositInsuranceCorporationImprovementActofl991),36条。
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監査基準委員会報告書第20号 「統制 リスクの評価」を公表 し、内部統制に関するこれまでの同協会の実
務指針である監査基準委員会報告書第4号 「内部統制」を廃止 した。また、同報告書第5号 「監査上の
危険性 と重要性」を改め、平成2002年5月に同 「監査 リスクと監査上の重要性」として、新監査基準に
則 した実務指針 とした。 したがって、これ らの2つ の監査基準委員会報告書が本稿のテーマに沿ったわ
が国での具体的な監査実務の内容を表すものとなり、とりわけ、同報告書第20号の付録に基づいて作成
した図1を 参照 しながら、 リスク ・アプローチ監査と統制 リスク評価の関係を説明することにしよう。








すべての経営 リスクを認識 し、その性質を分類 し、発生の頻度や影響を評価する機能)、統制活動(権 限
や職責の付与及び職務の分掌を含む諸種の活動)、情報 ・伝達の機能(必要な情報が関係する組織や責任
者に適宜、適切に伝え られることを確保する機能)、および監視活動(これ らの機能の状況が常時監視 さ
れ、評価 され、是正 され ることを可能 とする活動)を 、責任者等への質問、組織図、諸規程や関係書類
の閲覧、観察などを通 して理解する必要がある。また、これ らは監査調書に記録 してお くことが特に肝
要となる。
その うえで、内部統制に依拠 した監査を進めるか、あるいは依拠することが効果的でなく、また不効
率であると判断 して実証手続に直接に移行するかどうかを判断 しなければならない。 この判断は、一般
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次に、内部統制に依拠することを決定 した場合、統制 リスクの暫定的評価を行 う。 このステ ップは、
主要な取引サイクルの監査要点に関連する内部統制に対 して統制評価手続の実施計画を策定するための






しかすぎず、監査対象期間を通 して内部統制が有効に運用 されていることの保証 を得 るものではない。
運用状況に係 る統制評価手続 としては、関連す る部門責任者や担当者等への質問、内部統制の運用の証
跡を示す関連文書の閲覧、観察および再実施が含まれ、 とくに、ある内部統制の運用状況に係る証跡が
残されている場合、監査人は、その監査対象期間にわた り継続的に運用され ていることを確かめるため




期末の時点で行わねばな らない。 しか し、一一般には、統制評価手続は期中の手続 とされ る。なぜな ら、
統制 リスクの評価を受 けて、実証手続は計画 され、実施され るが、期末時点で統制評価手続 と実証手続
を同時に実施するのでは監査の年間スケジュールに間に合わないからである。そこで、統制評価手続を
期中に行 う場合、監査要点の重要性 、評価 した内部統制の有効性(統 制 リスク)の程度、残余期間の長
さ、実証手続を通 して得た内部統制の整備、運用状況についての心証な どの要素を勘案 して、残余期間
に改めて統制評価手続を実施するか どうかを判断することになる。無論、残余期間中に内部統制に重要
な変更があれば、改めて統制評価手続を実施す る。






これ ま でみて きた よ うに、新監査 基準は 、 リスク ・ア プ ローチ監査 の枠組 みに基づ いて監査実 務の仕
組みを規 定 したが、近年 、ビジネス ・リスク ・アプ ローチ とい う監 査の新 たなアプ ローチ が注 目を浴び、
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また監査 実務 に積極 的 に採 り入れ られ て きてい る。 実は、 この動 きは 、内部統制観 の変化 と連 動 した も
の であ る。
こ こで 、 ビジネス ・リスク(businessrisk)とは、被監査企業 の事 業運営に関連す る外 部的 あるいは
内部的要 因 、圧力 、作用 因に よ って企 業 目的 を達成 で きな くな る リスクであ り、究極的 には 、企 業の存
続 や収益性 に結びつ く リス クをい う10。た とえば、所 属す る産業や企業 の外部環境(全 体的景況 や将来の
トレン ド、競争 上不利 にな る新技術 の出現 、法的規制 、 自然 災害な ど)、経営陣の思 考や 方針 、ガバナ ン
ス の機 能 、経 営 目標 と経 営 戦 略 な どの 要 素か ら生 じ得 る リス ク(こ れ らを戦 略 的 ビジ ネ ス ・リス ク
(strategicbusinessrisk)とい う)、さらに経営 目標や経営 戦略 を実現す るための事業 運営 の方法や
プ ロセ ス、業績 の測 定方法や 評価 尺度 といった要素の なかに生 じ得 る リスク(こ れ らをプ ロセ ス ・ビジ
ネ ス ・リス ク(processbusinessrisk)とい う で あ り、経 営者が評価 し、管理 しな けれ ばな らな い リ
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図2を み てみ よ う。企業経営者 がA,B,Cの ビジネ ス ・リスクを管理 して、適正領域 とされ るa、b、
cの リス ク強度や 頻度に抑 えよ うとす る機能(時 として、 リスクの評価 と管理 を失敗 して、A`と い う、
企業 に甚大 な損 害 を もた らす リス クを現実 化 させ る可能性 がある)を リスクマネ ジメ ン トとすれ ば、 リ
スクマ ネジメ ン ト機 能 を統 制活 動 のなかに組み込 んで構 築 され るのが新 しい内部 統制 概念で ある と理 解
され るので ある。
例 えば 、米 国COSOの 「企業 リス クマネ ジメン トの フ レー ムワー ク」 をみてみよ う。 ここでは、企 業 目
的 を達成 す るため に、従 来の内部 統制概念 にあ った 、(1)経営業務 の有効性 と効率性の 高進 、(2)財務 報
告の 信頼性 の確保、(3)事業経 営 に係 る法規遵守(コ ンプライアンス)の 促進、 とい う3っ の 目標 に加 え
て、経 営戦略 の企業 目的適合性 を新 たに掲 げ、かか る4つ の 目標 の達成 に失敗 して企 業に損害 を与 え る
可能性(ビ ジネ ス ・リスク)を 合理的 に低 い水準 に抑 え る、 とい うリスクマネ ジメン トの仕組み を内部
統制 概念 に合 体 させ て いる。 その うえで、内部環境 、 目的設定、事象 の識別 、 リスク評価 、 リスクへの
対処 、統制活動 、情報 と伝達 、モニ タ リングの8つ の構成要素を抽 出 し、上記4っ の 目標 を企 業全体 レ
ベル 、事 業部 門(division)レベ ル、業務単位(businessunit)レベル 、下位部 門(subdivision)レ




































































































































































































また、経済産業 省 「リス ク管理 ・内部 統制 に関す る研 究会]の 報告 書、 「リスク新時代 の内部統制:リ
ス クマネ ジメン トと一体 と して機能 する内部統制」 では、指 針のポイ ン トと して、(1)企業価 値 に影響 を
及ぼす リス クに対応 した 内部統制 の構築 と運用 、(2)健全 な内部統制環境 の構 築 と運 用、(3)社内 だけで
な く外部の苦情等 も含めた りスク情報 についての 円滑 な情報 伝達の構築 と運用 、(4)業務 執行部 門にお け
るコン トロール とモニ タ リングの適 切な構築 と運用 、(5)業務 執行 部門か ら独 立 したモニ タ リング(内 部
監査)の 確 立、 とい う5っ の点 を挙 げるeそ の うえで、経 営者層 、管理者層 、担 当者層 の各階層 にお い
ての計画(plan)、実施(do)、チ ェ ック(check)、是 正措置(action)のサ イクル を確保 した経営管 理

















12経済産業省リスク管理 ・内部統制に関する研究会、「リスク新時代の内部統制:リ スクマネジメン トと一体として機
能する内部統制」、2003年.また、ここでの内部統制観に関する概念的な理解には、監査法人 トー マツ編 「リスクマネ
ジメン トと内部統制」、税務研究会出版局、2003年、第4章 も参考になる。
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5財 務諸表監査機能の進化の可能性=エ ンロン事件の影響
この よ うな新 しい内部統制観 は、実は、エ ンロン事件(2001年のエ ンロン社 の粉飾倒産、お よび2002
年の ワール ドコム社の 同様 の事件 、 さ らに これ らの事件 に誘発 された 「会計疑惑 」 と呼 ばれ る市場 不信
と世界的な株 式市況 の低 迷 を総称 してエ ンロ ン事件 とい う)に よって、確た る もの とな った観 があ る。
改 めて述べ るま でもないが 、同事 件 は、証券 市場の有効 な機能 を維持す るために会計 情報 と独 立監査 の
信頼性 の確保 がいかに基 本的かっ重要 な要素 であるのか を改めて知 ら しめ ることにな った。
か か る 認 識 を 受 けて 、 同 事 件 の 収 拾 と善 後 処 置 を図 る過 程 で制 定 され た 米 国 連 邦企 業 改 革 法
(Sarballes-OxleyActof2002。以 下、「企業改 革法」)は、公開会社 会計監視審議 会(PCAOB:PublicCo叩any
AccountingOversjghtBoard)を証券 取引委員 会(SEC)の管理の下 に設置 して、米国の証券市場 に上場
してい る会 社 の監 査に あたる会 計事務所 に同審議会 への登録 を義務 づけ、併せ て、同審議 会に監査人 の
独立性 と監 査業務 の品質管理 に関す る規則 制定 と監視 と監督 の任 を課す ことにな った。 このこ とは、こ
れまでの米 国公認 会計士協会(AICPA)が中心 とな って進 めてきた監査業務の 自主規制体制 、具体的 には、
AICPAが公 共監視機 構(POB:PublicOversightBoard)を設置 し、POB自身の権限 と管理の下で会計事
務所 間 の ピア ・レビュー を監視 し、監査業務 を管理す る体制の崩 壊 と準公的機 関であるPCAOBの直接監
視 を意味す る ことにな り、米国 の独 立監査の歴 史的 な転換点 となった。
一方 、 この企業 改革法 は、財 務諸表 の虚 偽表示 に関わ る企業経営 者の法的責任 を強 化 し、また企業経
営者 の財務 報告 責任 な らび に監 査人 の独 立性 と監査業 務 内容 を企 業 内部 で監視す る監査委員 会(audit
co㎜ittee)の一一層 の機能 強化を規定 した が、こ こで、改めて内部統 制(internalcontro1)がク ロー ズ
ア ップ され ること となった点に注 目すべ きであろ う。
す なわ ち、財 務報 告に責任 を有す る執行役 員な らび に財務役員 は財 務報告書 の適正 な表示に責任 を負
い、かつ内部統制の確 立 と維持 に責任 を負 うこ とを宣誓証明 し(第302条a)、 ま た年次 報告書 に内部統
制報 告 書を含 め、そ こに内部統制 の確立 と維持 に関す る責任 を負 う旨、 さらに内 部統 制の有 効性 に関す
る評価 を記載す るこ とを求め られ ている(第404条a)。 さらにまた 、当該企業の監査人 は、経 営者の行
った内部統 制 に関す る評 価にっい て証 明 し、報 告す ることが求め られ(第404条b)、 同時に、 監査委員
会は、内部統制 に関連 して生 じる問題 にっいて 対処す る手続 を定め(第301条)、 また 、同委員会の委員
の一・人 は財務 に 関す る専門家 であ るこ とが 必要であ るが、そ の有す べ き能力の一つ に内部会 計統制に 関
する経 験 を挙 げてい るのであ る(第407条b)。
要す るに、企 業 改革法は、財務 報告の信頼性 の確保 に企業が確 立する内部統制が重要 な役割 を果 たす
ことを重視 し、そ の確立 と機能維 持 を単 に経営者 の責任 に帰す だけでな く、監査委員会 が監視 し、 さ ら
に監査人 が独 立の 立場か ら評価 す るとい う、二重三重の責任 体制 にまで強化 す ることで、法 の 目的を達
成 させ よ うとす るのであ る。
こ こで、COSOによ り示 され た従来 か らの内部統 制の枠組 み13については、米国企業のデ ファク ト・ス タ
t3CommitteeofSponsoringOrganizati
onoftheTreadwayCo㎜ission,InternalControl-lntegratedFramework,




ンダー ドと して定着 している14が、当然に、新 しいCOSOの枠組みは米国企業の内部統制の新 しい規範 と
なるはずである。また、COSOがエンロン事件の教訓を新 しい内部統制観に反映 させたことも知 られてい
る。そ して、これまでの経緯で、COSOの内部統制観は世界的標準として働 き、先の経済産業省の新 しい
内部統制観 もその動 きの一環として考えるべ きであろう。この点で、わが国での内部統制概念とリスク














は求めていない。 しか し、早晩、米国 と同一の動きとなる可能性 は高い。 となれば、監査人の内部統制
の評価対象も新 しい内部統制観に基づくものとなるであろ う。
6結 び:財 務諸表監査の進化 としての ビジネス ・リスク ・ア プローチ
とは言 え、財務諸表監査は、あくまでも財務報告の適正性に関す る保証を目途 とするものであ り、内
部統制の評価も、財務報告の信頼性 を担保する内部統制機能に限定 されればよいので、新 しい内部統制
観は監査人の評価には無関係であ り、また関係 させるべ きでない、とい う反論 も当然に予測 される。
この点で、注 目すべきは、 ビジネス ・リスク ・アプローチ監査であろ う。このアプローチは、監査人
に とって、ビジネス ・リスクを理解 し、 リスクマネ ジメン トに経営者が失敗する可能性を把握すること
は、有効な監査の遂行上、極めて重要な要素となる、とい う理解に基づいている。
例 えば、銀行の与信環境や戦略(特 定の与信先や顧客層への偏重)や 与信管理方針はビジネス ・リス
14http://www.gapent.com/sox/coso_update.htm、NewCOSOFramework.
15(株)東 京 三 菱 フ ィ ナ ン シ ャ ル ・グルV-一プ 有 価 証 券 報 告 書 総 覧(平 成14年 度)
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クを生み出 し、監査人 に とっては貸倒引 当金 な どの債権の評価 に虚 偽表示 を もた らす リス ク要因 とな り、
ゴーイ ン グ ・コンサー ン能 力に影 響す る こと さえあ るのは 、昨今 のわが国の経 験か らも理 解で きる とこ
ろで あ り、 もとも と、その よ うな銀行 の経 営 実態の透 明性 を もた らすデ ィスク ロー ジャーのあ り方 を監
査人 が判 断 し、監査 意見 に反映す るために も、被 監査企業 の ビジネ ス ・リス クを的確 に把握 してお く必
要が あるの である。
監査 人は 、 ビジネ ス ・リスク ・アプ ロー チの もとでは、最初 に被監査 企業 の ビジネ ス ・リスクの洗い
出 しに努 め、 これ らの リス クが企業 の各 レベル 、各 プロセ スで管理 され てい るか ど うか を評価 し、的確
に管理 され て いない リス ク(残 余 リス ク(residualrisk)とい う〉 があれ ば経営者 に改 善を勧告す ると
同時 に、監 査 リス ク(財 務 諸表 の虚 偽表示 を見落 と して誤 った意 見を表 明す る リス ク)に 結 びつ く可能
性が ある リスク事項に ついて重点的な監査手続 を適用 してい くので ある16。
そ して 、 ここに、監査 人に とっての統制 リス ク評価 の新 たな視 点 、すなわ ち、新 しい 内部統 制観の も
とで ビジネス ・リス クが的確 な統制活動の 対象 とな り、かつ実際 に有 効に統制管 理 され て いるか ど うか
の評価 が重要 とな るのであ る17。
従 来の リスク ・ア プ ローチ 監査 は 、財務 諸表上の虚 偽表示の可能性 だけ に視点 が狭 められ 、統制 リス
ク評価 の範 囲 も限定 され が ちであ る。 しか し、前述 のよ うに、財 務諸 表の適正表 示に関す る監査 人の判
断は被監査企 業の経営 それ 自体 とそ こに潜 む ビジネ ス ・リスクの把握 があって初 めて的確 な もの とな り、
当然 に財務 諸 表の虚 偽表示 の発見 も、 とくに 巨大化 した企 業の場合 は、伝統的 な リス ク ・アプ ローチで
は十分 な保証 を得 る こ とがで きな い、 とい う理解 が ビジネ ス ・リス ク ・ア プロー チ を出現 させ る ことに
な った。 それ に合 わせ て、監査人 の統 制 リスクの評 価 も、ビジネス ・リス クに対す る管理統制機 能の評
価 とい う大 きな観点 か らの ものにな り、 これは新 しい 内部統制観 に則 した ものなの である。
今 、 ビジネ ス ・リス ク ・アプ ロー チが、新 たな世 界標準 の監査 手法 として浸透 しつ つあ り、それはわ
が国の監査 実務 の中に も次第 に拡 がろ うと して いる19。た とえば、この基準 に相 当す る国際監査基準(IFAC、
ISA)「事業 に 関す る知識 」19は、明 らか に ビジネス ・リス ク ・アプ ロ・一チを視野に入れた基 準書 なので あ
り、そ して、 この動 きを捕捉 した監査人の対応が求 め られ てい るので ある。





MakingResearch,AuburnUniversity,2002,WorkingPaper.にお い て 、 エ ン ロ ン事 件 にお け る監 査
上 の 失 敗 の 一 因 に 、 同 社 の ビジ ネ ス ・モ デ ル に潜 む ビジ ネ ス ・リス ク が財 務 諸表 上 の虚 偽 表 示 に 与 え る
影 響 の 見 誤 りが 挙 げ られ る 、 と指 摘 され る(p.1)が 、 こ こ に ビジネ ス ・リス ク ・ア プ ロー チの 利 点 が 示
され て い る よ うに 考 え られ る。
18その 一 つ の 現 れ が
、 日本 公 認 会 計 士協 会 監 査 基 準 委 員 会 が公 表 した 基 準 書 第23号 「企 業 の事 業 内容 及
び企 業 内外 の 経 営 環 境 の 理 解 」(2002年7月)で あ るが 、 この 基 準 書 を 、単 に 伝 統 的 リス ク ・ア プ ロー チ
監査 に お け る 固 有 リス ク の評 価 に 当た って の 手 引 き とい う程 度 の理 解 で は新 しい 監査 の 動 向 を 見誤 る可
能 性 が あ る 。
191FAC
,IAASB,CodificationofInternationalStandardsonAuditing,sec.310.,Knowledgeofthe
Business.
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